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選挙管理委員会規則
最高裁判所裁判官の氏名等の掲示に関する規程の一部を改正する規則をここに公布する。

平成29年７月26日

鳥取県選挙管理委員会委員長 相 見 愼

鳥取県選挙管理委員会規則第４号

最高裁判所裁判官の氏名等の掲示に関する規程の一部を改正する規則

第１条 最高裁判所裁判官の氏名等の掲示に関する規程（昭和27年鳥取県選挙管理委員会規則第６号）の一部を

次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

最高裁判所裁判官の国民審査における掲示に関 最高裁判所裁判官の氏名等の掲示に関する規程

する規程

（適用） （適用）

第１条 最高裁判所裁判官国民審査法（昭和22年法律 第１条 最高裁判所裁判官国民審査法（昭和22年法律

第136号）第14条の２第３項（同条第４項において 第136号）第52条の規定による裁判官の氏名等の掲

読み替えて準用する場合を含む。）の規定による掲 示（以下「掲示」という。）については、法令に定

示（以下「退官等した場合における掲示」とい めるもののほか、この規程による。

う。）及び同法第52条の規定による掲示（以下「氏

名等の掲示」という。)については、法令に定める

もののほか、この規程による。

（掲示の様式） （掲示の様式）

第２条 退官等した場合における掲示は第１号様式又 第２条 掲示は、別記様式により県の選挙管理委員会

は第２号様式により、氏名等の掲示は第３号様式に において印刷して市町村の選挙管理委員会に送付し

より県の選挙管理委員会において印刷して市町村の たものによらなければならない。

選挙管理委員会に送付したものによらなければなら

ない。

２ 前項の掲示には裁判官の氏名に振り仮名を付さな ２ 掲示には裁判官の氏名に振り仮名を付さなければ

ければならない。 ならない。

（掲示の補修） （掲示の補修）

第３条 市町村の選挙管理委員会は、前条第１項の掲 第３条 市町村の選挙管理委員会は掲示が著しく汚損

示が著しく汚損し又は破損したときは、直ちにこれ し又は破損したときは、直ちにこれと取換え又は補

と取換え又は補修しなければならない。 修しなければならない。

第３号様式（第２条関係） 略 別記様式 略

第２条 最高裁判所裁判官の氏名等の掲示に関する規程の一部を次のように改正する。

附則の次に次の２様式を加える。

平成29年７月26日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第66号
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第１号様式（第２条関係）

第２号様式（第２条関係）

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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公職選挙法による選挙事務規程の一部を改正する規則をここに公布する。

平成29年７月26日

鳥取県選挙管理委員会委員長 相 見 愼

鳥取県選挙管理委員会規則第５号

公職選挙法による選挙事務規程の一部を改正する規則

公職選挙法による選挙事務規程（昭和31年鳥取県選挙管理委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（異議の申出に対する通知等） （異議の申出に対する通知等）

第５条 法第24条第２項（法第30条の８第２項におい 第５条 法第24条第２項（法第30条の８第１項におい

て準用する場合を含む。）の規定による異議申出人 て準用する場合を含む。）の規定による異議申出人

及び関係人に対する通知書は、別記第１号様式によ 及び関係人に対する通知書は、別記第１号様式によ

るものとする。 るものとする。

２ 市町村の委員会は、法第24条第２項（法第30条の ２ 市町村の委員会は、法第24条第２項（法第30条の

８第２項において準用する場合を含む。）の規定に ８第１項において準用する場合を含む。）の規定に

よる告示をしたときは、その写しを県の委員会に提 よる告示をしたときは、その写しを県の委員会に提

出するものとする。 出するものとする。

（船員の特例により不在者投票の投票用紙等を交付し （船員の特例により不在者投票の投票用紙等を交付し

た場合の措置） た場合の措置）

第27条 略 第27条 略

２ 市町村の委員会の委員長は、船長又はその代理人 ２ 市町村の委員会の委員長は、船長又はその代理人

が令第59条の６第２項の規定によって投票送信用紙 が令第59条の６第２項の規定によって投票送信用紙

及び投票送信用紙用封筒の交付を請求した場合にお 及び投票送信用紙用封筒の交付を請求した場合にお

いて、これに対し投票送信用紙及び投票送信用紙用 いて、これに対し投票送信用紙及び投票送信用紙用

封筒を交付したときは、指定船舶等の名称、当該選 封筒を交付したときは、指定船舶名、当該選挙の種

挙の種類、交付年月日、交付枚数その他必要事項を 類、交付年月日、交付枚数その他必要事項を記入し

記入した簿冊を調製するものとする。 た簿冊を調製するものとする。

第１号様式（第５条関係） 第１号様式（第５条関係）

その１（申出人に対する通知） その１（申出人に対する通知）

（ 番 号） （ 番 号）

年 月 日 年 月 日

申出人 様 申出人 様

選挙管理委員会委員長 印 選挙管理委員会委員長 印

選挙人名簿に関する異議の申出に対する決定に 選挙人名簿に関する異議の申出に対する決定に

ついて（通知） ついて（通知）

あなたが当委員会に対して申し出た選挙人名簿の あなたが当委員会に対して申し出た選挙人名簿の

登録に関する異議については、下記のとおり決定し 登録に関する異議については、下記のとおり決定し

ましたので、公職選挙法（第30条の８第２項におい ましたので、公職選挙法（第30条の８第１項におい

て準用する同法）第24条第２項の規定に基づき通知 て準用する同法）第24条第２項の規定に基づき通知

します。 します。

記 記
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１～４ 略 １～４ 略

（注） 略 （注） 略

備考 略 備考 略

その２（関係人に対する通知） その２（関係人に対する通知）

（ 番 号） （ 番 号）

年 月 日 年 月 日

関係人 様 関係人 様

選挙管理委員会委員長 印 選挙管理委員会委員長 印

選挙人名簿に関する異議の申出に対する決定に 選挙人名簿に関する異議の申出に対する決定に

ついて（通知） ついて（通知）

あなたの選挙人名簿の登録に関し、当委員会に対 あなたの選挙人名簿の登録に関し、当委員会に対

して下記１のとおり異議の申出があり、この異議の して下記１のとおり異議の申出があり、この異議の

申出を下記２の理由により正当であると決定しまし 申出を下記２の理由により正当であると決定しまし

たので、公職選挙法（第30条の８第２項において準 たので、公職選挙法（第30条の８第１項において準

用する同法）第24条第２項の規定に基づき通知しま 用する同法）第24条第２項の規定に基づき通知しま

す。 す。

記 記

１・２ 略 １・２ 略

（注） 略 （注） 略

第３号様式（第８条関係） 第３号様式（第８条関係）

その１（令第22条第１項の報告） その１（令第22条第１項の報告）

選挙人名簿登録者数報告書 選挙人名簿登録者数報告書

選挙管理委員会 選挙管理委員会

年 月 日現在 年 月 日現在

（単位：人） （単位：人）

略 略

備考 備考

１～３ 略 １～３ 略

４ 「今回定時登録者数（Ｆ）欄」には、登録月 ４ 「今回定時登録者数（Ｆ）欄」には、登録月

の１日現在において名簿登録の資格を有する者 の１日現在において名簿登録の資格を有する者

で、法第22条第１項に規定する通常の登録日 で、当該登録月の２日（登録日が変更された場

（登録日が変更された場合はその日）に登録さ 合はその日）に登録された者の数を記入するこ

れた者の数を記入すること。 と。

５～８ 略 ５～８ 略

その２（令第22条第２項の報告） その２（令第22条第２項の報告）

選挙人名簿再調製報告書 選挙人名簿再調製報告書

選挙管理委員会 選挙管理委員会

１・２ 略 １・２ 略

３ 確定年月日

３ 異議の申出期間 ４ 縦覧期間

４ 選挙人の数 ５ 選挙人の数

略 略

備考 略 備考 略
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第３号様式の２（第８条関係） 第３号様式の２（第８条関係）

その１（令第23条の16第１項において準用する令第 その１（令第23条の16第１項において準用する令第

22条第１項の規定による報告） 22条第１項の規定による報告）

在外選挙人名簿登録者数報告書 在外選挙人名簿登録者数報告書

選挙管理委員会 選挙管理委員会

年 月 日現在 年 月 日現在

区分 前回選挙 前回選挙 前回選挙 今回選挙 区分 前回縦覧 前回縦覧 前回縦覧 今回縦覧

人名簿登 人名簿登 人名簿登 人名簿登 時の登録 時以降に 時以降に 時の登録

録日現在 録日後に 録日後に 録日現在 者 数 登録され 抹消され 者 数

の登録者 登録され 抹消され の登録者 （Ａ） た者の数 た者の数 （Ａ）＋

数（Ａ） た者の数 た者の数 数（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）－

（Ｂ） （Ｃ） ＋（Ｂ） （Ｃ）＝

－（Ｃ） （Ｄ）

＝（Ｄ）

略 略

備考 備考

１ 選挙人名簿登録日現在の登録者数とは、法第 １ 縦覧時の登録者数とは、法第30条の７第１項

22条第１項の規定により、毎年３月、６月、９ の規定により、毎年３月、６月、９月及び12月

月及び12月において調製される選挙人名簿の登 （以下 ｢登録月 ｣ という。）の３日現在におい

録が行われた日（以下「選挙人名簿登録日」と て在外選挙人名簿に登録されている選挙人の数

いう。）現在において在外選挙人名簿に登録さ をいう。

れている選挙人の数をいう。

２ ｢前回選挙人名簿登録日後に登録された者の ２ ｢前回縦覧時以降に登録された者の数（Ｂ）｣

数（Ｂ）｣欄には、前回の選挙人名簿登録日の 欄には、前回縦覧時から今回縦覧時までの間に

翌日から今回の選挙人名簿登録日までの間に登 登録された者の数を記入すること。

録された者の数を記入すること。

３ ｢前回選挙人名簿登録日後に抹消された者の ３ ｢前回縦覧時以降に抹消された者の数（Ｃ）｣

数（Ｃ）｣欄には、前回の選挙人名簿登録日の 欄には、前回縦覧時から今回縦覧時までの間に

翌日から今回の選挙人名簿登録日までの間に在 在外選挙人名簿から抹消された者の数を記入す

外選挙人名簿から抹消された者の数を記入する ること。

こと。

４ 略 ４ 略

その２（令第23条の16第１項において準用する令第 その２（令第23条の16第１項において準用する令第

22条第２項の規定による報告） 22条第２項の規定による報告）

在外選挙人名簿再調製報告書 在外選挙人名簿再調製報告書

選挙管理委員会 選挙管理委員会

１・２ 略 １・２ 略

３ 確定年月日

３ 異議の申出期間 ４ 縦覧期間

４ 選挙人の数 ５ 選挙人の数

略 略

備考 「再調製前の数」欄には、直近の法第22条第 備考 「再調製前の数」欄には、直近の縦覧時の登

１項の規定による登録が行われた日又は衆議院議 録者数を記入すること。

員若しくは参議院議員の選挙の期日の公示若しく

は告示のあった日現在の登録者数を記入するこ
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と。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。


